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03 民生費

02 児童福祉費

03 児童措置費

児童家庭課

作　成　者：米子市３（簡略番号 ）

平成18年度 001 一般会計

当初予算

1505000000
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00
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00

児童手当扶助事業

前 年 度

0

353,52200353,522353,522

1,060,5661,060,565751,340751,340

前 年 度

現計予算当初予算

歳出予算事業概要書

県支出金

15 353,52220 1,060,566扶助費 国庫 01 01 02 004
児童手当負担金
16 353,522都道 01 02 02 004
児童手当負担金

款
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所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

し、所得が一定の額未満の場合支給。第１子、第２子は月額５，０００円、第３子以降は
月額１０，０００円を支給。

受給者数　　　１０，５１４人（見込）

ともに、児童の健全な育成及び資質の向上に資する。
児童手当法に基づいて手当を支給することにより、家庭における生活の安定に寄与すると
②事業効果

小学校第６学年修了前（12歳到達後最初の３月３１日まで）の児童を養育している方に対
①事業の概要

受給者数、対象児童数とも対前年度比約４０％の大幅増
支給対象年齢が小３→小６に引き上げられたことと、所得制限が緩和されたことにより
対象児童数　　１５，６５０人（見込）

児童手当法

１財源内訳
①国庫支出金　　　１／３負担　（前年約４／６）　　

　評価結果…現状維持
２事務事業評価の反映状況
　税、地方特例交付金で措置される。

②県支出金　　　　１／３負担　（前年約１／６）　　
※負担率の変更及び対象者の拡大による市の負担増分については、所得譲与税、たばこ
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